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研究成果の概要（和文）：本研究は、東南アジアの都市低所得者層向け住宅改善計画における住民目線の重要性
に着目し、建築計画学的視点からタイのコミュニティ・ハウジングの有効性について、コミュニティ形成過程と
それに伴う住宅資金の自主的管理運用システムを通して住宅計画と建設活動の内容を考察したものである。その
結果、政府機関（CODI）等、多様な組織の協力によりコミュニティの自治組織化と住民の生活実態に沿った融資
システムの構築が重要な要素である事と、住民による住空間での生産活動の活性化が持続可能性に大きく影響し
ている事を解明した。

研究成果の概要（英文）：It is clarified in this research, that has a focus on the significance of 
resident affordability in housing program for the low-incomes in South-east Asia, how Thai community
 housing program has been carried out effectively observing the process of the formation of 
community and its own loan system for housing and living from the view point of architectural 
planning.
There are two major findings as follows: one is the importance of the participation of related 
organization such as a government agency (CODI) in order to forming the self-organizing community 
based on the residents needs and ability and the other is the sustainable living that can be 
realized by the residents’ effort to utilize and extend the living space for their income 
generation activity.

研究分野：建築計画学

キーワード： コミュニティ・ハウジング　タイ　東南アジア　持続可能性　開発計画　タワンマイ　CODI

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
現代世界のグローバル化は開発途上国の都市問題を一層深刻なものにしており、取り分け都市に住む低所得者層
の持続可能な居住は喫緊の課題となっている。しかし、グローバル社会の近代化が非西欧域にもたらされる場
合、必ずしも西欧のモデルがそのまま有効に適用されるとは限らず、むしろ地域の様々な背景が加わって独自の
適応形態を形成するものであり、その適応形態の解明には新たな知的領域の開拓に繋がる大きな学術的意義があ
る。さらに、今日的社会問題である災害復興とコミュニティ再建においても、本研究成果はコミュニティ形成の
あり方に有益な参考になるものと期待される。
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１． 研究開始当初の背景 

東南アジア都市の多くは、農村部からの急激な人口流入により貧困層がスラム化した住居に住み、深刻な

住環境問題を抱えている。この問題は近年に始まったものではなく、戦前戦後の先進諸国による途上国開発

が主な要因としてあげられ、戦後、国連の住居関連機関の積極的アプローチが試みられてきた。中でもサイ

ト・アンド・サービスと呼ばれる住宅供給計画は、途上国政府が世界銀行等の支援を得て行うもので、欧米の

研究者等が主体となって考案され、世界各地に試みられた。しかし、それらの多くは住民目線の欠如による

官僚的トップダウンの計画手法であり、多くの矛盾が露呈して資金の回収は困難を極め計画の多くが破綻し

た。こうした中で、近年タイの首都バンコクにおける新たなスラム改善活動が新たな注目を集めたのである

が、それは行政が他の様々な組織と連携してコミュニティを自律的に運営できるように支援し、住民主体の

開発計画を行うものであった。住民自身が住環境改善のための新たなコミュニティ組織を形成し、自主的な

貯蓄活動とそれを管理するコミュニティ・バンクを設立して非常に高い回収率による資金運用と共にスラム

の既成概念とは異なる健康的住環境の確保がなされ、揺り籠から墓場まで一貫したコミュニティのサービス

が提供されている。こうしたボトムアップ方式はトップダウン方式に比べて住民の生活感覚に支えられて成

立する極めて有効な改善手法として注目を集めているが、これまで研究の多くは政策的もしくは社会科学的

視点に立つものが殆どであり、都市低所得者向け住宅を建築計画学的にアプローチする研究は殆ど見られな

かった。 

 

２． 研究の⽬的 

本研究では、都市低所得者層向け住宅改善計画における住⺠⽬線の重要性に着⽬し、建築計画学的視点か
らコミュニティ・ハウジングの有効性について調査分析することを⽬的としている。すなわち、住⺠の多く
が⽇々の⽣活に追われながらも僅かな資⾦を持ち寄ることから始まる相互扶助により、⽣活の実態に即した
ありのままの住要求を如何に具現化するのかという⽣活体験から発想可能な知恵とそれらに基づく建築空間
の改善活動を明らかにしようとするものである。 

具体的項⽬としては、まず、コミュニティ形成とコミュニティ・バンクの仕組み。ここではコミュニティ形成
の過程と住宅ローンの融資を中⼼としてコミュニティの資⾦が如何に運⽤されるのかを考察し、次に、住宅
計画とその内容、住⺠にとって⾝の丈に合うアフォーダブルな住宅の規模と内容の実際を調査する。さらに、
居住空間での⽣産活動の実際について調査し、都市居住の持続性が如何に確保されるのかを考察する。 

 

３． 研究の⽅法 

タイ都市部におけるコミュニティ・ハウジングを調査対象とし、同ハウジング⼿法の有効性を解明する。
ここでは、ハウジングに関する資料収集、及び住⺠等へのヒアリングに現地⼤学関係者を主とする研究協⼒
者の協⼒を得て⾏う。コミュニティの運営メンバーを中⼼として運営に参画⽀援する⾏政、学術、宗教及び
NPO団体の各関係者へのヒアリングから、コミュニティ形成過程とバンクの仕組み、住宅計画内容、居住空間
利⽤を調査分析する事により、住⺠⽬線の計画⼿法が有効に機能するメカニズムを検証する。また、住⺠の
⽣産活動に適した住空間内外の拡張についても現地調査により解明する。 

 

４． 研究成果 

(1) コミュニティ形成過程とバンクの仕組み： 当初の対象は首都バンコクのバンブア・コミュニティを

予定していたが、調査研究開始時に２度にわたる爆発テロのため、タイ東北部の都市コンケンのタワンマイ・

コミュニティ（TC）を主な対象として調査を行った。両者ともタイ政府のスラム改善事業として位置付けら

れるバンマンコン・プログラム（BMP）が国家住宅局（NHA）のコミュニティ組織開発研究所（CODI）により実

施された成功事例とされている。TCは、元々コンケン中心部の発電機修理街に不法占拠していたものを、CODI
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の働きかけにより2007年現在地に移転したものである。図１はTCの運営に関わる関係組織のつながりを示

しており、また、図２に示す計画実現のための資金運用の仕組みはTCのコミュニティ運営全般に及ぶもので

あり、住宅ローンはその一部として位置づけられている。すなわち、政府融資資金に対する利息(2%)と住民

への融資利息(4 又は 8%)の差益でコミュニティが運営されている。さらに、住民目線の特徴として、融資に

あたっては直接現金を介すのでなく、コミュニティ事務所が資材等調達して借受人と帳簿により管理する事、

又、不動産はコミュニティ外部への転売を禁じ、転出者に対してはコミュニティが買い取る事などが挙げら

れる。低所得者世帯の融資担保はコミュニティが担っているため彼等の住宅取得が可能となる。従って、こ

の仕組みは住民の強固な信頼関係とリーダーの指導性の上に成立する仕組みであるといえる。 

 

図１ コミュニティ関係組織連携図      図２ コミュニティ資金運用システム 

 

(2) 住宅計画内容： ハウジングの建築計画（図４）にあたってもコミュニティ関係組織の連携が重要な役
割を果たしている。市街地での住宅地建設では建築基準法が適⽤されるが、BMPの場合は関係当局との協議に
より基準法の内容を⼀部緩和するケースもあり、TC住⺠のアフォーダビリティを⾼めている。配置計画（図
４）では、敷地⼀杯に１４５⼾の連棟式住居と共⽤空間としての公園及びコミュニティ施設を配置している。
そして健全なローコスト住宅の設計にあたっては、構造体にRC造柱と軽量鉄⾻造屋根を⽤い、１３８⼾が⼆
階建て住居（図５）である。居室については、⼀・⼆階共ワンルームで、各階約３２㎡の床⾯積としている
が、これは住⺠のアフォーダビリティに応じた規模として設定されたものである。⼀階は簡易な⽔回りのあ
る多⽬的室で、⼆階は寝室空間となっており⼤まかに公私を分けている。調理空間は購⼊した惣菜を温める
機能のみであるため簡易な作りであり、⼜、細かな仕切りを設けないのも多様な⽤途に対応する⼯夫でもあ
るが、これらは全て住⺠の⽣活様式に基づいており、住⺠⽬線に⽴つ計画内容となっている。 

図４ タワンマイ配置図         図５ 住戸タイプとコスト 

 

 (3) 居住空間利⽤： 都市に居住する低所得者が収⼊を得る⼿⽴てとして⾃宅での⽣産活動がある。TCでの

調査ではこうした世帯が全体の三分の一を占め、⽣産空間（Income Generation Space: IGS）（図６）の確
保は持続可能な都市居住を⽀える重要な要素の⼀つといえる。内容としては、店舗、理容室、修理店、⾷品製
造など多様な利⽤が⾒られるが、中でも⾷品製造はIGS住宅の７割を占め、TCにおけるIGS住宅の主要な生
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産手段となっている。これは⽇常の調理を惣菜に頼るタイの都市住⺠の⼀般的⽣活様式を⽀えるもので、IGS

で作られた惣菜は近くの屋台や市場へ持って⾏って販売される。また、こうした居室の⽣産空間への転⽤で
は住⼾敷地内の建物前後を増改築により⽣産空間を拡張するケースが多く、特に前⾯道路に⾯した部分はDIY

等の簡易⼯事により⽤途に応じた造りとなっている。IGSは基本的には一階部分を用いるが、中には二階に及

ぶもの、また、一階の２軒にまたがるもの等、バリエーションも見られる。居住空間の利用について、TCで

の調査から得られたその他の項目として時間帯別空間利用がある。図６の右半分に示す様に、生産活動の前

後で室内の道具や家具を移動する事で作業空間と生活空間を使い分けるもので、これも小規模住居での生活

を可能にする重要な要素として捉える事ができる。以上の研究調査から、都市低所得層向けハウジング計画

におけるIGS には注目すべき役割があり、今後の東南アジア都市低所得者向けハウジング計画における有効

な手掛かりを見出す事ができた。 

 

図６ 住居内生産空間（惣菜調理）の事例 
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